
⟬ㄢ⛯㑅ᢥの特例」の適用を受けるたࡵの添付書㢮を☜ㄆする㝿に౑用してください（ࠕθ㸯㹼10ࠖは、��のࢪ࣮࣌

௧࿴㸱ᖺ分 たሙྜの┦⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの≉౛ࠖのῧ௜᭩類୍ぴࡅཷࢆఫᏯ取得等㈨㔠の㉗୚ࠕ 䑶㸫㸰 ቑᨵ⠏等用

この添付書㢮୍ぴは、௧࿴㸱年୰に贈与を受けた金銭に対して、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相⥆᫬⢭

。（。㸫㸰の␒号に対ᛂしています׈ࢺ࣮ࢩࢡࢵ࢙ࢳ
な࠾、この添付書㢮୍ぴは、ఫᏯ用のᐙᒇのቑᨵ⠏等ࢆしたேを対㇟としています。

۔ ῧ௜᭩類࡞ᚲ要࡟の௚ࡑ

11 ۑ ┦⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥᒆฟ᭩

஦㡯ࡿࡍ㛵࡟のᒃఫࠖ⪅㉗ཷࠕۑ

㸱
ۑ 住宅用の家屋のቑᨵ⠏等࡟ಀࡿᕤ஦のㄳ㈇ዎ⣙᭩の෗しなどቑᨵ⠏等࡟ಀࡿዎ⣙の┦ᡭ᪉（その敷地の用

に供されることとなる土地等の取得の相手方を含みます。）ࡿࡍ࡟࠿ࡽ᫂ࢆ᭩類

㸳

・

㸴

࠙௧࿴㸲ᖺ㸱᭶ 15 ᪥࡟࡛ࡲቑᨵ⠏等のᕤ஦ࡀ᏶஢
し࡚ࡿ࠸ሙྜࠚ

ۑ
(注)1 ቑᨵ築等をした住宅用の家屋で、Ⓩ記事㡯証明書

によってᗋ㠃積ࡀ明ら࠿でないときには、それを明

ら࠿にする書㢮もᚲせです。

2 贈与を受けた住宅用の家屋のቑᨵ築等のたࡵの金

銭により、そのቑᨵ築等をした住宅用の家屋の敷地

の用に供されることとなる土地等を取得したときに

は、その土地等に関するⓏ記事㡯証明書もేせてᥦ出

してください。

࠙௧࿴㸲ᖺ㸱᭶ 15᪥࡚࠸࠾࡟ቑᨵ⠏等のᕤ஦ࡀ᏶஢࡟‽
ࠚሙྜࡿ࠶࡟ែ≦ࡿࡎ

ձ ቑᨵ⠏等࡟ಀࡿᕤ஦のㄳ㈇ዎ⣙᭩の෗しなどでそ
の家屋ࡀ住宅用の家屋にヱ当すること及びᗋ㠃積を
明ら࠿にする書㢮

ղ ቑᨵ⠏等࡟ಀࡿᕤ஦ࢆㄳࡅ㈇ࡗたᘓタᴗ⪅࡝࡞の
ఫᏯ用のᐙᒇࡀᕤ஦の᏶஢ࡿࡎ‽࡟≧ែ࡜ࡇࡿ࠶࡟
あるものにࡀ᭩類（ᕤ事の᏶஢ண定᪥の記載ࡿࡍドࢆ
㝈ります。）

ճ ቑᨵ⠏等࡟ಀࡿᕤ஦ࡀ᏶஢したࡣࡁ࡜㐜ࡃ࡞⁫ᕥ
記の᭩類ࢆᡤ㎄⛯ົ⨫㛗࡟ᥦฟࢆ࡜ࡇࡿࡍ⣙ࡿࡍ᭩
類

㸵

࠙௧࿴㸲ᖺ㸱᭶ 15 ᪥࡟࡛ࡲቑᨵ⠏等のᕤ஦ࡀ᏶஢
し࡚ࡿ࠸ሙྜࠚ

ۑ ḟにᥖࡆるいࡎれ࠿の書㢮
a ☜ㄆ῭ドの෗し

b ᳨ᰝ῭ドの෗し
c ቑᨵ⠏等ᕤ஦ド᫂᭩㸦ὀ㸧

(注) ቑᨵ築等に係るᕤ事ࡀ、住宅用の家屋について⾜

う⤥Ỉ⟶、᤼Ỉ⟶又は㞵Ỉの౵入を㜵Ṇする㒊ศに

係るಟ⧋又はᶍᵝ᭰である場合には、住宅⍗⑅ᢸ保

㈐௵保険ἲேࡀ引受けを⾜った࣒࣮࢛ࣜࣇᕤ事⍗⑅

ᢸ保㈐௵保険ዎ⣙ࡀ⥾⤖されていることを証する書

㢮もేせてᥦ出してください。

࠙௧࿴㸲ᖺ㸱᭶ 15᪥࡚࠸࠾࡟ቑᨵ⠏等のᕤ஦ࡀ᏶஢࡟‽
ࠚሙྜࡿ࠶࡟ែ≦ࡿࡎ

ۑ ቑᨵ⠏等࡟ಀࡿᕤ஦ࡀ᏶஢したࡣࡁ࡜㐜ࡃ࡞⁫ᕥ
記の᭩類ࢆᡤ㎄⛯ົ⨫㛗࡟ᥦฟࢆ࡜ࡇࡿࡍ⣙ࡿࡍ᭩
類

㸶

࠙௧࿴㸲ᖺ㸱᭶ 15 ᪥࡟࡛ࡲቑᨵ⠏等のᕤ஦ࡀ᏶஢
し࡚ࡿ࠸ሙྜࠚ

ۑ ቑᨵ⠏等࡟ಀࡿᕤ஦のㄳ㈇ዎ⣙᭩の෗しなどで
そのቑᨵ築等をした年᭶᪥୪びにそのቑᨵ築等に
係るᕤ事にせした㈝用の額及びその明細を明ら࠿
にするもの

࠙௧࿴㸲ᖺ㸱᭶ 15᪥࡚࠸࠾࡟ቑᨵ⠏等のᕤ஦ࡀ᏶஢࡟‽
ࠚሙྜࡿ࠶࡟ែ≦ࡿࡎ

ۑ ቑᨵ⠏等࡟ಀࡿᕤ஦ࡀ᏶஢したࡣࡁ࡜㐜ࡃ࡞⁫ᕥ
記の᭩類ࢆᡤ㎄⛯ົ⨫㛗࡟ᥦฟࢆ࡜ࡇࡿࡍ⣙ࡿࡍ᭩
類

10

࠙௧࿴㸲ᖺ㸱᭶ 15 ᪥࡟࡛ࡲᒃఫし࡚࠸࡞࠸ேのࢡࢵ࢙ࢳࡳし࡚ࠚࠋ࠸ࡉࡔࡃ
ձ ఫᏯ用のᐙᒇのቑᨵ⠏等ᚋ┤࡟ࡕᒃఫの用࡟౪࠸࡞ࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡿࡍ஦᝟ཬࡧᒃఫの用࡟౪ࡿࡍணᐃ᫬ᮇࢆ

記載した᭩類
ղ ቑᨵ⠏等ࢆしたఫᏯ用のᐙᒇࢆ㐜ࡃ࡞⁫ᒃఫの用࡟౪ࢆ࡜ࡇࡿࡍ⣙ࡿࡍ᭩類

஦㡯ࡿࡍ㛵࡟ఫᏯ用のᐙᒇのቑᨵ⠏等ࠖࠕۑ

௧࿴ ᖺ ᭶ ᪥

ཷ㉗⪅のఫᡤ㸸ڧڧڧڧڧڧڧڧڧ ڧڧڧڧڧڧڧڧڧڧڧڧ ڧ の⪅㉗ཷڧڧ Ặ ྡ
ࢼ࢞ࣜࣇ

㸸ڧڧ ڧڧڧڧڧڧڧ

஦㡯ࡿࡍ㛵࡟ࠖ⪅㉗ཷࠕۑ

θ ῧ ௜ ᭩ 類 㺟㺈㺍㺖ḍ

㸯

・

㸰

ۑ ᢒᮏなどで、ḟの内容を証する書㢮ࡣ୚⪅のᡞ⡠のㅞᮏཪ㉗ࡸ⪅㉗ཷ

ձ 受贈者のẶ名、生年᭶᪥

ղ 受贈者ࡀ贈与者の᥎定相⥆ே又はᏞであること

3　⏦告書への୙動産␒号等の記入又はⓏ記事㡯証明書

の෗しなどの୙動産␒号等の記載のある書㢮のᥦ出を

することにより、Ⓩ記事㡯証明書の原ᮏの添付を┬␎

することࡀできます。

ఫᏯ用のᐙᒇ࡟㛵ࡿࡍⓏ記஦㡯ド᫂᭩

㸯 ㉗୚⛯の㓄അ⪅᥍㝖の≉౛

（注）

Ϫ ≉౛のᴫ要等主な

　このไᗘの適用せ௳などについては、33࣮࣌ࢪのࢺ࣮ࢩࢡࢵ࢙ࢳ又はᅜ⛯ᗇ࣮࣒࣮࣍࣌ࢪ
࠙KWWSV���ZZZ�QWD�JR�MSࠚにᥖ載されている「贈与⛯の⏦告のし࠿たࠗ特例のあらまし等（贈与
⛯の配偶者᥍除の特例）࠘」をࡈぴください。

౛のᴫ要≉ࠉۑ

㸰 ఫᏯ取得等㈨㔠の㠀ㄢ⛯  

࢖ ୗ記ࣟ௨እのሙྜࠝఫᏯ㈨㔠㠀ㄢ⛯㝈ᗘ㢠ࠞ

ఫᏯ用のᐙᒇの種類 等ఫᏯࢿ࢚┬

㸦��࣮࣌ࢪཧ↷㸧
ᕥ記௨እのఫᏯ

ᖹᡂ �7 ᖺ 1� ᭶ 31 ᪥࡛ࡲ 1,500 ୓෇ 1,000 ୓෇

ᖹᡂ �8 ᖺ 㸯 ᭶ 㸯 ᪥ࡽ࠿
௧࿴㸰 ᖺ 㸱 ᭶ 31 ᪥࡛ࡲ

1,�00 ୓෇ 700 ୓෇

௧࿴㸰 ᖺ 㸲 ᭶ 㸯 ᪥ࡽ࠿
1,000 ୓෇ 500 ୓෇

ࣟ
ࠝ≉ูఫᏯ㈨㔠㠀ㄢ⛯㝈ᗘ㢠ࠞ

㸦ὀ㸰㸧

ఫᏯ用のᐙᒇの種類
等ఫᏯࢿ࢚┬

㸦��࣮࣌ࢪཧ↷㸧
ᕥ記௨እのఫᏯ

ᖹᡂ 31 ᖺ 㸲 ᭶ 㸯 ᪥ࡽ࠿
௧࿴㸰 ᖺ 㸱 ᭶ 31 ᪥࡛ࡲ

3,000 ୓෇ �,500 ୓෇

௧࿴㸰 ᖺ 㸲 ᭶ 㸯 ᪥ࡽ࠿
1,500 ୓෇ 1,000 ୓෇

(注)1 受贈者ࡈとの㠀ㄢ⛯㝈ᗘ額は、᪂築等をする住宅用の家屋の種㢮ࡈとに、受贈者ึ᭱ࡀにこの特例
の適用を受けようとする住宅用の家屋の᪂築等に係るዎ⣙の⥾⤖᪥にᛂࡌた金額となります。
な࠾、᪤にこの特例の適用を受けて贈与⛯ࡀ㠀ㄢ⛯となった金額ࡀある場合には、その金額を᥍除

したṧ額ࡀ㠀ㄢ⛯㝈ᗘ額となります。ただし、上記ࣟの⾲に࠾ける㠀ㄢ⛯㝈ᗘ額は、ᖹᡂ 31 年㸱᭶ 31
᪥までに住宅用の家屋の᪂築等に係るዎ⣙を⥾⤖し、᪤にこの特例の適用を受けて贈与⛯ࡀ㠀ㄢ⛯と
なった金額ࡀある場合でも、その金額を᥍除するᚲせはありません。

また、ᖹᡂ 31 年㸲᭶㸯᪥௨ᚋに住宅用の家屋の᪂築等に係るዎ⣙を⥾⤖してこの特例の適用を受け
る場合に࠾いて、上記࢖及びࣟの⾲の㠀ㄢ⛯㝈ᗘ額のいࡎれも適用できるときは、これらの金額のうࡕ
いࡎれ࠿ከい金額となります。

㸦ὀ㸱㸧

㸦ὀ㸱㸧

ఫᏯ用のᐙᒇの᪂⠏等

ዎ⣙の⥾⤖᪥ࡿಀ࡟

ఫᏯ用のᐙᒇの᪂⠏等

ዎ⣙の⥾⤖᪥ࡿಀ࡟

௧࿴㸱 ᖺ 1� ᭶ 31 ᪥࡛ࡲ

௧࿴㸱 ᖺ 1� ᭶ 31 ᪥࡛ࡲ

౛のᴫ要≉ࠉۑ

　ᖹᡂ 2� 年㸯᭶㸯᪥࠿ら௧࿴㸱年 12 ᭶ 31 ᪥までの㛫に、∗ẕや♽∗ẕなど┤⣔ᑛᒓ࠿らの贈
与により、自ᕫの居住の用に供する住宅用の家屋の᪂築ⱝしくは取得又はቑᨵ築等（௨ୗ「᪂築
等」といいます。）の対価に඘てるたࡵの金銭（௨ୗ「住宅取得等資金」といいます。）を取得し
た場合に࠾いて、୍定のせ௳を‶たすときは、ḟの࢖又はࣟの⾲の㠀ㄢ⛯㝈ᗘ額までの金額につ
いて、贈与⛯ࡀ㠀ㄢ⛯となります。

　፧ጻ期㛫ࡀ 2� 年௨上である配偶者࠿ら、ձ居住用୙動産（信託財産ࡀ居住用୙動産である場
合の信託に関する୍定の権利を含みます。）の贈与を受けた場合又はղ金銭の贈与を受けその金銭
で居住用୙動産を取得した場合（贈与を受けた金銭を信託し、その信託の受託者ࡀ信託財産とし
て居住用୙動産を取得した場合の信託に関する୍定の権利を含みます。）で、ձ及びղの場合とも
それࡒれの贈与を受けた年の⩣年㸱᭶ 1� ᪥までにその居住用୙動産を受贈者の居住の用に供し、
�つ、そのᚋ引き⥆き居住の用に供するぢ㎸みであるときは、ᇶ♏᥍除額（11࠿ ୓෇）の࠿࡯に、
贈与された居住用୙動産の価額と贈与を受けた金銭のうࡕ居住用୙動産の取得に඘てた㒊ศの金
額との合計額࠿ら 2���� ୓෇（その合計額ࡀ 2���� ୓෇に‶たないときにはその合計額）を᥍除す
ることࡀできます。
　な࠾、この特例は、贈与⛯の⏦告書等に、この特例の適用により᥍除を受ける金額（配偶者᥍
除額）その他ᚲせな事㡯を記載するとともに、33 る添付書㢮をᥦ出した場合にࡆの⾲にᥖࢪ࣮࣌
㝈り、その適用を受けることࡀできます。

1 「居住用୙動産」とは、ᑓら居住の用に供する土地ⱝしくは土地の上に存する権利又は家屋でᅜ内にあ
るものをいいます。

2　ᗑ⯒ව住宅などのように居住の用とそれ௨እの用に供されている୙動産である場合は、居住の用に供
している㒊ศのみについて配偶者᥍除の特例ࡀ適用されます。

ఫᏯ用のᐙᒇの᪂⠏等࡟ಀࡿᑐ౯等の㢠ࡿࢀࡲྵ࡟ᾘ㈝⛯等の⛯⋡ࡀ��㸣࡛ࡿ࠶ሙྜ

㹙ཷ㉗⪅࡜ࡈの㠀ㄢ⛯㝈ᗘ㢠㸦ὀ㸯㸧㹛
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ࠕ

ࠔ࡚࠸ࡘ࡟௳ᗋ㠃✚の要࡜ィᡤ得㔠㢠ྜࠓ

等ఫᏯࠖ（注㸯）ࢿ࢚┬

ᾘ㈝㔞等⣭㸲௨上であるこ࣮ࢠࣝࢿ等ᇶ‽（ձ᩿⇕等ᛶ⬟等⣭㸲ⱝしくは୍ḟ࢚ࢿ࢚┬、等住宅とはࢿ࢚┬
と、ղ⪏㟈等⣭（構造㌣

く

యのಽቯ等㜵Ṇ）㸰௨上ⱝしくはච㟈建築物であること又はճ㧗齢者等配៖対⟇等⣭
（ᑓ用㒊ศ）㸱௨上であることをいいます。）に適合する住宅用の家屋であることにつき、ḟのいࡎれ࠿の証明
書などを贈与⛯の⏦告書に添付することにより証明ࡀされたものをいいます。

ド᫂᭩࡝࡞の種類（注㸲） ド᫂ᑐ㇟のᐙᒇ

㸿 ఫᏯᛶ⬟ド᫂᭩
ձ ᪂築をした住宅用の家屋
ղ 建築ᚋ౑用されたことのない住宅用の家屋
ճ 建築ᚋ౑用されたことのある住宅用の家屋（注㸰）

մ ቑᨵ築等をした住宅用の家屋（注㸱）㹀 ᘓタఫᏯᛶ⬟ホ౯᭩の෗し

㹁

ḟの㹟ཬࡧ㹠の᭩類

ձ ᪂築をした住宅用の家屋
ղ 建築ᚋ౑用されたことのない住宅用の家屋

㹟 㛗ᮇඃⰋఫᏯᘓ⠏等ィ⏬のㄆᐃ㏻▱᭩の෗し

㹠
ఫᏯ用ᐙᒇド᫂᭩㸦ࡑの෗し㸧 ཪࡣ

ㄆᐃ㛗ᮇඃⰋఫᏯᘓ⠏ド᫂᭩

㹂

ḟの㹡ཬࡧ㹢の᭩類

㹡 పⅣ⣲ᘓ⠏≀᪂⠏等ィ⏬のㄆᐃ㏻▱᭩の෗し

㹢
ఫᏯ用ᐙᒇド᫂᭩㸦ࡑの෗し㸧 ཪࡣ

ㄆᐃపⅣ⣲ఫᏯᘓ⠏ド᫂᭩

（注）1 ᖹᡂ 27 年㸲᭶㸯᪥࠿らᖹᡂ 28 年㸱᭶ 31 ᪥までの㛫に住宅ᛶ⬟証明書などの⏦ㄳࡀあった場合には、᩿⇕等ᛶ⬟
等⣭㸲又は୍ḟ࢚࣮ࢠࣝࢿᾘ㈝㔞等⣭㸲௨上相当である住宅用の家屋も対㇟となります。

2 ᘓ⠏ᚋ౑用ࢀࡉた࡜ࡇのࡿ࠶ఫᏯ用のᐙᒇのሙྜは、その取得の᪥๓㸰年௨内又は取得の᪥௨㝆に、その証明の
たࡵの家屋のㄪᰝࡀ⤊஢したもの又はホ価されたものに㝈ります。

3 ఫᏯ用のᐙᒇのቑᨵ⠏等ࢆしたሙྜに、┬࢚ࢿ等ᇶ‽に適合させるたࡵのᕤ事であることについての証明ࡀされ
た「ቑᨵ築等ᕤ事証明書」を、「住宅ᛶ⬟証明書」又は「建タ住宅ᛶ⬟ホ価書の෗し」に௦えることࡀできます。

4 上記の証明書などのⓎ⾜については、ᅜ土஺通┬に࠾ᑜࡡください。

ࠐ 「住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯」の適用を受けるேの௧࿴㸱年ศのᡤ得⛯に係る合計ᡤ得金額（��࣮࣌ࢪ参↷）ࡀ、
2����୓෇㉸（᪂築等をする住宅用の家屋のᗋ㠃積੍��ࡀ௨上��੍ᮍ‶の場合は、1����୓෇㉸）である場合には、
この特例の適用はありませんのでࡈ注ពください。

ࠐ 「住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯」の適用を受ける場合には、᪂築又は取得をした住宅用の家屋（ቑᨵ築等の場合は、
ቑᨵ築等をしたᚋの住宅用の家屋）のⓏ記⡙上のᗋ㠃積（࣐ࣥࣥࣙࢩなどの༊ศᡤ有建物の場合はそのᑓ有㒊ศ
のᗋ㠃積）੍��ࡀ௨上2��੍௨ୗで、࠿つ、その家屋のᗋ㠃積の㸰ศの㸯௨上に相当する㒊ศࡀ受贈者の居住の用
に供されるものであることࡀᚲせです。

　この特例は、㉗୚⛯の⏦࿌᭩のᥦฟᮇ㛫ෆ（㸴࣮࣌ࢪ参↷）に贈与⛯の⏦告書及び୍定の添
付書㢮をᥦ出した場合に㝈り、その適用を受けることࡀできます。

㸱 ఫᏯ取得等㈨㔠の㉗୚ࡅཷࢆたሙྜの┦⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの≉౛

ᖹᡂ 1� 年㸯᭶㸯᪥࠿ら௧࿴㸱年 12 ᭶ 31 ᪥までの㛫に、∗ẕ又は♽∗ẕ࠿らの贈与により、

自ᕫの居住の用に供する住宅用の家屋の᪂築ⱝしくは取得又はቑᨵ築等の対価に඘てるたࡵの

金銭を取得した場合で、୍定のせ௳を‶たすときには、贈与者ࡀその贈与の年の㸯᭶㸯᪥に࠾い

て 60 ṓᮍ‶であっても相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯を㑅ᢥすることࡀできます。

༵൐又はᅑ༵൐の࠰ᱫ 60 ബ

ᢠ৸ӧ

ᢠ৸ӧ

Ⴛዓ଺ችምᛢᆋ

住ܡӕࢽ等のたǊ

の᣿᥉のពɨをӖ

ƚた場合

ɥ記ˌٳのᝠငの

ពɨをӖƚた場合

Ⴛዓ଺ችምᛢᆋ

౛のᴫ要≉ࠉۑ

2 ಶே㛫の売㈙で、建築ᚋ౑用されたことのある住宅用の家屋（୰ྂ住宅）を取得する場合には、原
๎としてᾘ㈝⛯等࠿࠿ࡀりませんので上記ࣟの⾲にはヱ当しません。

ࡿࡍ取得ࢆఫᏯ取得等㈨㔠ࡾࡼ࡟୚㉗࡟࡛ࡲ௧࿴㸱ᖺ�2᭶3�᪥、ࡣ࡟ࡵたࡿࡅཷࢆの≉౛の㐺用ࡇ 3
ࠋࡍࡲࡾ࠶ࡀᚲ要ࡿ࠸し࡚⤖⥾࡟࡛ࡲ᪥ྠࢆዎ⣙ࡿಀ࡟ఫᏯ用のᐙᒇの᪂⠏等、ࡃ࡞ࡣ࡛ࡅࡔ

　住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯の適用ᚋのṧ額には、ᬺ年ㄢ⛯にあってはᇶ♏᥍除（11�୓෇）を適用
することࡀでき、また、相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯（㸲࣮࣌ࢪ参↷）にあっては特別᥍除（2����୓෇）を適
用することࡀできます。この相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯の適用は、原๎として、∗ẕや♽∗ẕ࠿らの贈与に
㝈られます。
　な࠾、この特例は、原๎として、㉗୚⛯の⏦࿌᭩のᥦฟᮇ㛫ෆ（㸴࣮࣌ࢪ参↷）に贈与⛯の⏦
告書及び୍定の添付書㢮をᥦ出した場合に㝈り、その適用を受けることࡀできます。

㸲 㟈⅏࡟ಀࡿఫᏯ取得等㈨㔠の㠀ㄢ⛯

�౛のᴫ要≉ࠉۑ

（注） ୍定のせ௳及び୍定の㠀ㄢ⛯㝈ᗘ額については、ᅜ⛯ᗇ࣮࣒࣮࣍࣌ࢪにᥖ載されている「௧࿴㸱年ศࠗ㟈

⅏に係る住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯࠘の׊ࢺ࣮ࢩࢡࢵ࢙ࢳ㸫㸯」又は「௧࿴㸱年ศࠗ㟈⅏に係る住宅取得等資

金の㠀ㄢ⛯࠘の׊ࢺ࣮ࢩࢡࢵ࢙ࢳ㸫㸰」をࡈぴください。

ࠔሙྜࡿࡍ㐺用ࢆᡤ得⛯の㸦≉ᐃቑᨵ⠏等㸧ఫᏯ೉ධ㔠等≉ู᥍㝖ࠓ

「住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯」又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの特例」（௨ୗ、こ

の欄に࠾いてこれらを「住宅取得等資金の贈与の特例」といいます。）の適用を受けるேࡀ、ᡤ得⛯の（特定ቑᨵ築

等）住宅借入金等特別᥍除の適用を受ける場合に࠾いて、ḟの㸯の金額ࡀ㸰の金額を㉸えるときには、その㉸える㒊

ศに相当する金額については、（特定ቑᨵ築等）住宅借入金等特別᥍除の適用はありませんのでࡈ注ពください。

㸯 住宅借入金等の年ᮎṧ㧗の合計額
㸰 住宅用の家屋の᪂築、取得ⱝしくはቑᨵ築等（௨ୗ「住宅の取得等」といいます。）又は住宅用家屋の㧗齢者等居住ᨵಟᕤ事

等を含ࡴቑᨵ築等、（特定）᩿ ⇕ᨵಟᕤ事等を含ࡴቑᨵ築等ⱝしくは特定ከୡᖏྠ居ᨵಟᕤ事等を含ࡴቑᨵ築等（௨ୗ「住宅のቑ
ᨵ築等」といいます。）の対価の額又は㈝用の額（注㸯）࠿ら、住宅取得等資金の贈与の特例を受けた㒊ศの金額を差し引いた額（注㸰）

（注）1 㸯の住宅借入金等のうࡕにその住宅用の家屋の敷地の用に供されている୍定の土地等の取得に係るものࡀある場合には、
その土地の対価を含みます。

2 住宅の取得等又は住宅のቑᨵ築等に関し⿵ຓ金等の஺付を受ける場合には、その⿵ຓ金等の額も差し引きます。

ࠔ࡚࠸ࡘ࡟たሙྜのಟṇ⏦࿌等ࡗ࡞࡜࡜ࡇ࠸࡞ࡉた‶ࢆ௳㐺用要ࠓ

「住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯」又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの特例」の適用を受

けて௧࿴㸱年ศの贈与⛯の⏦告をしたேで、ḟの㸯࠿ら㸱のいࡎれ࠿にヱ当するேࡀ、௧࿴㸲ᖺ12᭶31᪥࡟࡛ࡲその

住宅用の家屋に居住していない場合には、これらの特例の適用を受けることはできませんので、௧࿴㸳年㸰᭶28᪥

（ⅆ）まで（ୗ記の⅏ᐖに関する⛯ไ上のᥐ⨨の適用ࡀある場合には、௧࿴㸴年㸰᭶ 29᪥（木）まで）に、௧࿴㸱年

ศの贈与⛯についてಟṇ⏦告書のᥦ出及びそのಟṇ⏦告書のᥦ出により⣡付することとなる⛯額の⣡付をしなけれ

ばなりません。

な࠾、௧࿴㸱年ศの贈与⛯の⏦告で、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの特例」の適用

を受けていたேの場合には、相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥᒆ出書のᥦ出はな࠿ったものとみなされます。

ۑ ⅏ᐖ࡟㛵ࡿࡍ⛯ไୖのᥐ⨨

Ũ țーȠȚーǸ࠙࠻ᆋ׎ KWWSV���ZZZ�QWa.gR�MSࠚでは、ிଐ本大ᩗ໎により被害をӖƚた方の申告・ኛᆋ等に᧙
するӲᆔパンフȬȃト、Ӳᆔ手ዓに̅ဇするಮࡸ等をਫ਼載しています。このǄか、ிଐ本大ᩗ໎で被໎されたႏ
ಮǁのૅੲС度ऴإ等については、ᬍႻܫᢶțーȠȚーǸ࠙ KWWSV���ZZZ.NDQWHL.JR�MS�VDLJDL 。をごᚁくださいࠚ

　ձᮾ᪥ᮏ኱㟈⅏により⁛ኻ（通常のಟ⧋によっては原≧ᅇ᚟ࡀᅔ㞴なᦆቯを含みます。）をし

た住宅に居住していたே（居住しようとしていたேを含みます。）ࡀ、ᖹᡂ��ᖺ㸯᭶㸯᪥ࡽ࠿௧

࿴㸱ᖺ��᭶��᪥࡛ࡲの㛫に∗ẕや♽∗ẕなど┤⣔ᑛᒓ࠿ら住宅取得等資金（�1࣮࣌ࢪ参↷）の贈

与を受けた場合又はղ㆙ᡄ༊ᇦタ定ᣦ♧等ࢃ⾜ࡀれた᪥に࠾いてその㆙ᡄ༊ᇦタ定ᣦ♧等の対㇟

༊ᇦ内にᡤᅾする住宅に居住していたே（居住しようとしていたேを含みます。）ࡑ、ࡀの㆙ᡄ

区ᇦタᐃᣦ♧等ࢀࢃ⾜ࡀた᪥ࡑࡽ࠿の㆙ᡄ区ᇦタᐃᣦ♧等ࡀゎ㝖ࢀࡉた᪥௨ᚋ㸯ᖺࢆ⤒㐣ࡿࡍ᪥

ら住宅取得等資金の贈与を受けた場合で、୍定のせ௳を࠿の㛫に∗ẕや♽∗ẕなど┤⣔ᑛᒓ࡛ࡲ

‶たすときは、୍定の㠀ㄢ⛯㝈ᗘ額までの金額について、贈与⛯ࡀ㠀ㄢ⛯となります。

「住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯」及び「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥ

の特例」の適用せ௳など、ヲしくは、ᅜ⛯ᗇ࣮࣒࣮࣍࣌࠙ࢪKWWSV���ZZZ�QWD�JR�MSࠚにᥖ載さ

れているୗ記の資料をࡈぴください。

㸯　௧࿴㸲年㸱᭶1�᪥までに住宅用の家屋の᪂築ⱝしくは取得又はቑᨵ築等をしたࡀ居住していないே
㸰　௧࿴㸲年㸱᭶1�᪥までに住宅用の家屋の᪂築に係るᕤ事ࡀ᏶஢（そのᕤ事の≧ែࡀ屋᰿（その骨⤌みを含みま
す。）を有し、土地に定╔した建造物としてㄆࡵられる᫬௨ᚋの≧ែまでᕤ事ࡀ㐍⾜しているものに㝈ります。）
していないே

㸱　௧࿴㸲年㸱᭶1�᪥までにቑᨵ築等に係るᕤ事ࡀ᏶஢（ቑ築又はᨵ築㒊ศの屋᰿（その骨⤌みを含みます。）を有
し、᪤存の家屋と୍యとなって土地に定╔した建造物としてㄆࡵられる᫬௨ᚋの≧ែまでᕤ事ࡀ㐍⾜しているも
のに㝈ります。）していないே

࠙ᒃఫᮇ㝈の㸯ᖺᘏ㛗ࠚ
　⅏ᐖにᇶᅉするやࡴを得ない事᝟により、௧࿴㸲年12᭶31᪥までにその住宅用の家屋に居住できな࠿った場
合には、上記の௧࿴㸲年12᭶31᪥の期㝈は、௧࿴㸳年12᭶31᪥までᘏ㛗されます。

࠙取得ᮇ㝈ཬࡧᒃఫᮇ㝈の㸯ᖺᘏ㛗ࠚ
　⅏ᐖにᇶᅉするやࡴを得ない事᝟により、取得期㝈及び居住期㝈を㸯年ᘏ㛗し、「住宅取得等資金の㠀ㄢ⛯」
又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの特例」の適用を受けて௧࿴㸱年ศの贈与⛯
の⏦告をした場合には、上記の௧࿴㸲年12᭶31᪥の期㝈は、௧࿴㸳年12᭶31᪥までᘏ㛗されます。

࠙ఫᏯ取得等㈨㔠の㠀ㄢ⛯、ఫᏯ取得等㈨㔠の㉗୚ࡅཷࢆたሙྜの┦⥆᫬⢭⟬ㄢ⛯㑅ᢥの≉౛ࠚ
ۑ 「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与⛯の㠀ㄢ⛯」等のあらまし（௧࿴㸱年㸳᭶）
（௧࿴㸱年ศ用）ࢺ࣮ࢩࢡࢵ࢙ࢳ住宅取得等資金の贈与⛯の特例に係る　ۑ
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「

《合計所得金額と床面積の要件について》

省エネ等住宅」（注１）

省エネ等住宅とは、省エネ等基準（①断熱等性能等級４若しくは一次エネルギー消費量等級４以上であるこ
と、②耐震等級（構造躯

く

体の倒壊等防止）２以上若しくは免震建築物であること又は③高齢者等配慮対策等級
（専用部分）３以上であることをいいます。）に適合する住宅用の家屋であることにつき、次のいずれかの証明
書などを贈与税の申告書に添付することにより証明がされたものをいいます。

証明書などの種類（注４） 証明対象の家屋

Ａ 住宅性能証明書
① 新築をした住宅用の家屋
② 建築後使用されたことのない住宅用の家屋
③ 建築後使用されたことのある住宅用の家屋（注２）

④ 増改築等をした住宅用の家屋（注３）Ｂ 建設住宅性能評価書の写し

Ｃ

次のａ及びｂの書類

① 新築をした住宅用の家屋
② 建築後使用されたことのない住宅用の家屋

ａ 長期優良住宅建築等計画の認定通知書の写し

ｂ
住宅用家屋証明書（その写し） 又は

認定長期優良住宅建築証明書

Ｄ

次のｃ及びｄの書類

ｃ 低炭素建築物新築等計画の認定通知書の写し

ｄ
住宅用家屋証明書（その写し） 又は

認定低炭素住宅建築証明書

（注）1 平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31 日までの間に住宅性能証明書などの申請があった場合には、断熱等性能
等級４又は一次エネルギー消費量等級４以上相当である住宅用の家屋も対象となります。

2 建築後使用されたことのある住宅用の家屋の場合は、その取得の日前２年以内又は取得の日以降に、その証明の
ための家屋の調査が終了したもの又は評価されたものに限ります。

3 住宅用の家屋の増改築等をした場合に、省エネ等基準に適合させるための工事であることについての証明がされ
た「増改築等工事証明書」を、「住宅性能証明書」又は「建設住宅性能評価書の写し」に代えることができます。

4 上記の証明書などの発行については、国土交通省にお尋ねください。

〇 「住宅取得等資金の非課税」の適用を受ける人の令和３年分の所得税に係る合計所得金額（47ページ参照）が、
2,000万円超（新築等をする住宅用の家屋の床面積が40㎡以上50㎡未満の場合は、1,000万円超）である場合には、
この特例の適用はありませんのでご注意ください。

〇 「住宅取得等資金の非課税」の適用を受ける場合には、新築又は取得をした住宅用の家屋（増改築等の場合は、
増改築等をした後の住宅用の家屋）の登記簿上の床面積（マンションなどの区分所有建物の場合はその専有部分
の床面積）が40㎡以上240㎡以下で、かつ、その家屋の床面積の２分の１以上に相当する部分が受贈者の居住の用
に供されるものであることが必要です。

　この特例は、贈与税の申告書の提出期間内（６ページ参照）に贈与税の申告書及び一定の添
付書類を提出した場合に限り、その適用を受けることができます。

３ 住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例

平成 15 年１月１日から令和３年 12 月 31 日までの間に、父母又は祖父母からの贈与により、

自己の居住の用に供する住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等の対価に充てるための

金銭を取得した場合で、一定の要件を満たすときには、贈与者がその贈与の年の１月１日におい

て 60 歳未満であっても相続時精算課税を選択することができます。

父母又は祖父母の年齢 60 歳

選択可

選択可

相続時精算課税

住宅取得等のため

の金銭の贈与を受

けた場合

上記以外の財産の

贈与を受けた場合

相続時精算課税

○　特例の概要

2 個人間の売買で、建築後使用されたことのある住宅用の家屋（中古住宅）を取得する場合には、原
則として消費税等がかかりませんので上記ロの表には該当しません。

3 この特例の適用を受けるためには、令和３年12月31日までに贈与により住宅取得等資金を取得する
だけではなく、住宅用の家屋の新築等に係る契約を同日までに締結している必要があります。

　住宅取得等資金の非課税の適用後の残額には、暦年課税にあっては基礎控除（110万円）を適用
することができ、また、相続時精算課税（４ページ参照）にあっては特別控除（2,500万円）を適
用することができます。この相続時精算課税の適用は、原則として、父母や祖父母からの贈与に
限られます。
　なお、この特例は、原則として、贈与税の申告書の提出期間内（６ページ参照）に贈与税の申
告書及び一定の添付書類を提出した場合に限り、その適用を受けることができます。

４ 震災に係る住宅取得等資金の非課税

○ 特例の概要

（注） 一定の要件及び一定の非課税限度額については、国税庁ホームページに掲載されている「令和３年分『震

災に係る住宅取得等資金の非課税』のチェックシートⒹ－１」又は「令和３年分『震災に係る住宅取得等資

金の非課税』のチェックシートⒹ－２」をご覧ください。

《所得税の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を適用する場合》

「住宅取得等資金の非課税」又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」（以下、こ

の欄においてこれらを「住宅取得等資金の贈与の特例」といいます。）の適用を受ける人が、所得税の（特定増改築

等）住宅借入金等特別控除の適用を受ける場合において、次の１の金額が２の金額を超えるときには、その超える部

分に相当する金額については、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用はありませんのでご注意ください。

１ 住宅借入金等の年末残高の合計額
２ 住宅用の家屋の新築、取得若しくは増改築等（以下「住宅の取得等」といいます。）又は住宅用家屋の高齢者等居住改修工事

等を含む増改築等、（特定）断熱改修工事等を含む増改築等若しくは特定多世帯同居改修工事等を含む増改築等（以下「住宅の増
改築等」といいます。）の対価の額又は費用の額（注１）から、住宅取得等資金の贈与の特例を受けた部分の金額を差し引いた額（注２）

（注）1 １の住宅借入金等のうちにその住宅用の家屋の敷地の用に供されている一定の土地等の取得に係るものがある場合には、
その土地の対価を含みます。

2 住宅の取得等又は住宅の増改築等に関し補助金等の交付を受ける場合には、その補助金等の額も差し引きます。

《適用要件を満たさないこととなった場合の修正申告等について》

「住宅取得等資金の非課税」又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用を受

けて令和３年分の贈与税の申告をした人で、次の１から３のいずれかに該当する人が、令和４年12月31日までにその

住宅用の家屋に居住していない場合には、これらの特例の適用を受けることはできませんので、令和５年２月28日

（火）まで（下記の災害に関する税制上の措置の適用がある場合には、令和６年２月 29日（木）まで）に、令和３年

分の贈与税について修正申告書の提出及びその修正申告書の提出により納付することとなる税額の納付をしなけれ

ばなりません。

なお、令和３年分の贈与税の申告で、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用

を受けていた人の場合には、相続時精算課税選択届出書の提出はなかったものとみなされます。

○ 災害に関する税制上の措置

○ 国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】では、東日本大震災により被害を受けた方の申告・納税等に関
する各種パンフレット、各種手続に使用する様式等を掲載しています。このほか、東日本大震災で被災された皆
様への支援制度情報等については、首相官邸ホームページ【https://www.kantei.go.jp/saigai】をご覧ください。

①東日本大震災により滅失（通常の修繕によっては原状回復が困難な損壊を含みます。）をし

た住宅に居住していた人（居住しようとしていた人を含みます。）が、平成27年１月１日から令

和３年12月31日までの間に父母や祖父母など直系尊属から住宅取得等資金（61ページ参照）の贈

与を受けた場合又は②警戒区域設定指示等が行われた日においてその警戒区域設定指示等の対象

区域内に所在する住宅に居住していた人（居住しようとしていた人を含みます。）が、その警戒

区域設定指示等が行われた日からその警戒区域設定指示等が解除された日以後１年を経過する日

までの間に父母や祖父母など直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合で、一定の要件を

満たすときは、一定の非課税限度額までの金額について、贈与税が非課税となります。

「住宅取得等資金の非課税」及び「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択

の特例」の適用要件など、詳しくは、国税庁ホームページ【https://www.nta.go.jp】に掲載さ

れている下記の資料をご覧ください。

１　令和４年３月15日までに住宅用の家屋の新築若しくは取得又は増改築等をしたが居住していない人
２　令和４年３月15日までに住宅用の家屋の新築に係る工事が完了（その工事の状態が屋根（その骨組みを含みま

す。）を有し、土地に定着した建造物として認められる時以後の状態まで工事が進行しているものに限ります。）
していない人

３　令和４年３月15日までに増改築等に係る工事が完了（増築又は改築部分の屋根（その骨組みを含みます。）を有
し、既存の家屋と一体となって土地に定着した建造物として認められる時以後の状態まで工事が進行しているも
のに限ります。）していない人

【居住期限の１年延長】
　災害に基因するやむを得ない事情により、令和４年12月31日までにその住宅用の家屋に居住できなかった場
合には、上記の令和４年12月31日の期限は、令和５年12月31日まで延長されます。

【取得期限及び居住期限の１年延長】 
　災害に基因するやむを得ない事情により、取得期限及び居住期限を１年延長し、「住宅取得等資金の非課税」
又は「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」の適用を受けて令和３年分の贈与税
の申告をした場合には、上記の令和４年12月31日の期限は、令和５年12月31日まで延長されます。

【住宅取得等資金の非課税、住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例】 
○ 「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税」等のあらまし（令和３年５月）
○ 住宅取得等資金の贈与税の特例に係るチェックシート（令和３年分用）
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